
平成１7年度　決算状況（普通会計）

（単位：千円、％）
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人

人 広域圏

首都圏都市開発

1 歳入総額 A 農業振興

2 歳出総額 B

3 歳入歳出差引額 A-B C

4 翌年度へ繰越すべき財源 D

5 実質収支 C-D E ア イ 積 現

6 単年度収支 F 立 在

7 積立金 G 金 高 財産管理

8 繰上償還金 H 東広圏

9 積立金取り崩し額 I 清掃組合

10 実質単年度収支  　F+G+H-I

一般職員 人 円

内 うち一般行政職 人 円

訳 うち技能労務職 人 円

教育公務員 人 円

消防職員 人 円

臨時職員

人 円

円

有 人 円

有 人 円

無 人 教育長 円

無 人 議会議長 円

無 人 議会副議長 円

無 人 円

無 人

無 人

　普通会計に属する特別会計 　住宅新築資金等貸付・八王子山墓園・老人保健（老人医療費適正化事業分）

1,089,307

△ 269,269

H17.4.1

490,000

465,000

530,000

議会議員老人保健医療

国民健康保険(施設)

2,989

2

H17.4.1

H17.4.1

700,000

千円

△ 2,069,322

29,668

393,000

国民健康保険(事業)

農業共済事業

水道事業

ア－イ

81

1,157

126

下水道事業等

165,289

599,592

藪塚本町介護老
人保健施設

291 6,602

介護保険 159,562 1,183,932

0.0

区　　分

950,000

800,000

改訂実施

 年 月 日

H17.4.1

H17.4.1

H17.4.1

一人当たり平均給料

（報酬）月額

H17.4.1

700,000

対基準財政需要額、対標準財政規模

公債費比率

公債費負担比率

起債制限比率

実質公債費比率

収益事業収入額

12.1

16.0

16.7

1,980,689

14.2

その他

4.8実質収支比率

経常一般財源比率

土地開発基金 1,589,089

財政力指数 0.965

経常収支比率

100.3

90.7

人　　　　口

１７年

１2年
国
　
調

213,300

210,022

1.6

法適用

112,190

収支額

1,708

344

合　　計

事業名

公
営
事
業
等
の
状
況

△ 34,588

１人当たり支給月額給料月額総額

44,696

457,734

一　　　　般　　　　職　　　　員　　　　等

千円

341,654

1,881,213

3,673,963

78,851

452,240

3,560,524

3,560,524△ 1,679,311

収益事業収入額

12年

7年

67,805,156

昭和３８．　４．１　宝 泉 村 （吸収）
昭和３８．１２．１　毛里田村（吸収）

72,777,204

68,764,440

平成１6年度

65,582,289

2,222,867

面　積

平成１7年度

82,866

81,726
176.49K㎡

平成１７．３．28太田市、尾島町、新田町、薮塚本
町(新設)

人口密度

77,228,092

区　　分

基準財政需要額

基準財政収入額

標準財政規模

地方債現在高

270,281

千円413,038

職員数

351,000

326,100

354,700

普通会計からの繰入額

0

5,450,554

356,800

357,000

319,301

4,944,759財政調整基金

減債基金

債務負担行為額

4,012,764

千円

千円

千円

366,300

1,008,718

85,052 52,451

101,754

170,665

412,683,569

17,308

16

助役

収入役

51

13

35

30

3

特
　
別
　
職
　
等

市長

産　　　　業　　　　構　　　　造

Ⅳ－2

Ⅰ－５

102059

おおたし

市町村類型

１7年度交付税

種　地　区　分太　田　市

第３次

6.0

12年国調
就業人口昭和３５．１０．１以降の合併状況

区　　分 第１次

6,611
1,209人

第２次

コード番号

ふりがな

市町村名

人口集中地区人口

共同処理の状況

49,461

45.0

53,351

49.0

28,543,095

39,232,266

28,172,657

指数等 指定団体等の状況

増加率

H.18.3.31 209,241

1,283

職員数

区　　　　　　分

H.17.3.31 208,230

住民
基本
台帳

区　　分



【　普　通　会　計　】

地方税 人件費

地方譲与税 　 物件費

利子割交付金 維持補修費

配当割交付金 扶助費

補助費等

地方消費税交付金 公債費

ゴルフ場利用税交付金 繰出金

特別地方消費税交付金 積立金

自動車取得税交付金 投資及び出資金

地方特例交付金 貸付金

地方交付税

普通交付税 投資的経費

特別交付税 うち人件費

分担金及び負担金 補助

使用料 単独

手数料 県営負担金

国庫支出金 その他

県支出金

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

うち減税補てん債 議会費

うち臨時財政対策債 総務費

民生費

衛生費

労働費

100 農林水産業費

75 商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

固定資産税 公債費

軽自動車税 諸支出金

たばこ税 前年度繰上充用金

鉱産税

特別土地保有税

目的税

入湯税

都市計画税

道路舗装率 小学校非木造比率 中学校非木造比率

道路改良率 小学校危険校舎比率 中学校危険校舎比率

公営住宅等戸数÷世帯 小学校プール設置校比率 中学校プール設置校比率

コミュニティ・プラント処理人口 合併処理浄化槽処理人口

100.0%

41,931人

67,837

株式等譲渡所得割交付金 85,666 0.1 85,666

3.8

15.0

410,321

43,753,675

22.2

14.3

0.9

14.5

0.6

100.0

2,274,074

6,317,335

30,867,481

99.7%

0.0%

88.2

89.7

徴
収
率

99.8%

0.0%

4.5

13.4

13.8

97.6

97.8合　　計

固定資産税

△ 0.8

1.5

皆増

1.1

×

100.0

698,765

65,582,289合　　　計

目　　的　　別　　歳　　出

決算額 構成比 税　等

（千円） （％） （千円）

0.0

△ 8.7

2.3

8,020,1418.5

増減率

（％）

市    町    村    税

2,262,500

5.6 11

10.5

414,500 0.6

7,147,900

（千円）

基準
税額

1.6

4.9

4,522

合　　　　計 67,805,156 100.0 39,406,415

区　　　　分

（千円）

333,294

25.5

12.1

8,420,262

構成比

32,975,368

17,033,110

1,691,819

法人分

1,478,418

15,239

合　　　　計

市町村
民税

個人分

12,423,488

8,156,482

0

4,090,375

12,110,516

65,582,289

12.9

合   計

339,701

1,644,539

37.7

滞納繰越分(％) 合　計(％)

90.7

3,214,452

97.8 14.5

43,753,675合      計

7,686,385

31.5

16.0

1.2

7.4

5.6

0.0

2.6

0.2

3.2

0.1

10.6

18.3

15.0

3.6

9.8

9,805,500

2,371,226 経常一般財源充当額

953,066 216,8901.5

6,399,363

181,884

2,415,622

81,845 1,6530.1

（％）

2,816,049

2,816,049

11,603 11,603

13,665,211 13,256,430

計

120,006 61,724

20,78053,980

0.2

0.1

3,367,432 2,981,253 2,354,365

8,464,821 7,686,361 7,686,36112.9

5.1

7,234,544 6,156,485 4,473,990

9,536,499 3,100,691 3,100,691

11.0

565,864 507,545 507,545

9,342,961 6,745,973 6,726,954

2,187,364 5.5

79,174

48.6 31,501,47232,975,368

79,174 0.2

67,837 0.1

決算額 構成比
経常一般
財源（Ｋ）

（千円） （％） （千円）

14,574,18479.9

（Ｋ）の
構成比

決算額

（千円）

区　　　　分
構成比 税　等

経常一般
財源

（千円）

経常収
支比率

（％） （千円）

市町村名 太田市

歳　　　　　　　　　　　　　入

区　　　　分

（％）

類型 Ⅳ－２

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

交通安全対策特別交付金

1,749,187 1,749,187 4.4

138,838 138,838 0.4

2,187,364

0 0 0.00.0

552,896 552,896 1.4

1,070,481 1,070,481 2.7

0.8

1.6

2,898,718 1,796,287 4.6

1,796,287 2.6 1,796,287 4.6

4.3

1,102,431 1.6

63,117 0.1 63,117 0.2

1,680,352 2.5

1,352,039 2.0 93,703 0.2

708,551 1.0

6,070,717 9.0

3,091,981 4.6

76,768 0.1 20,382 0.1

10,976 0.0

1.0

5.1

3,788,078

1,335,764 2.0

673,384 1.0

3.3

（％）

決算額

前年度繰上充用金

市町村民税

区　　分

失業対策事業費

災害復旧事業費

普通建設事業費

区　　　　分

2,516,498

9,805,500

420,958

90.6

96.7

39,645,779

減税補てん債及
び臨時財政対策
債を除いた場合

税等総額
(歳入一般財源振替額を除く）

38,117,939

100.0

7,714,023

17,388,970

5,390,904

656,619

1,455,125

2,441,072

10,001,032

121,328

1,107,976

612,116

15.3

1.0

2.2

3.7

5,765,867

698,765

6,071,342

9,199,022

3,899,465

8,464,845

71.2%

16,772,725

1,473,896

1.4

△ 14.3

0.0

0.0

4.2%

15,880人

100.0%

99.7%

0.2

0.2

58.4%

1.8100.0

4,003,226

51.7

上水道等給水人口÷住民基本台帳人口

11.8

26.5

8.2

4.9

12.4

現年課税分(％)

4.5

公共施設の状況
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